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はじめに 

 令和３年度教職員の勤務実態に関する調査報告書（県立学校）、及び令和４年４月埼玉県教育局県立

学校部県立学校人事課の調査結果から、次のことが明らかになった。 

 平日１日当たりの所定の勤務時間を超過して在校している時間（ここで示す「時間」とは、在校中の

執務を３０分単位で回答したデータを平均した値）において、特に副校長・教頭および主幹教諭は２時

間を超えている。 

 また、副校長および教頭の業務内容に注目すると、会議・打ち合わせ・その他の業務（資料作成・調

査回答等）が時間外業務の 70％以上を占めることがわかった。 

 さらに、県立学校人事課、教頭協議会、県立総合教育センターの各組織で「教職員の働き方改革に係

る調査研究」が同時期に行われていた。そこで、令和５年度末に教頭協議会へ本研究の協力を依頼した。

これにより、各組織が個別に行っていた研究を一本化し、業務量の軽減と効率化を図りながら、それぞ

れの部署の強みを生かした研究を進めることとなった。【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告より】 

 

１ 目的 

 教頭協議会及び県立学校人事課と連携し、県立学校における実態を把握するとともに、働き方改革

に効果的な事例を収集し、実践を通じて時間外在校時間の削減を目指す。【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育

部会研究報告より】 

 

２ 仮説 

 はじめに示したように、「令和３年度 教職員の勤務実態に関する調査報告書（県立学校）」および

「令和４年４月 埼玉県教育局県立学校部県立学校人事課の調査結果」によれば、副校長・教頭の時

間外勤務時間は２時間を超えており、その時間外業務のうち 70％以上を会議・打ち合わせおよびそ

の他の業務（資料作成・調査回答等）が占めていることが明らかになっている。 

 会議については、各学校において回数の削減が進められてきた経緯があり、打ち合わせについても

緊急性の高いものを含め、必要に応じて実施されることが多い。したがって、「その他業務（資料作

成・調査回答等）」にかかる時間を短縮すれば、時間外在校時間の削減が可能ではないかと考えられ

る。【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告より】 

 

３ 研究方法 

（１）令和６年度の取組 
・副校長・教頭会研究部会を通じた調査 

・県立学校長経験者への調査 

・他県への調査 

 

（２）令和７年度の取組 
 ・「年度末・年度当初の ToDo リスト」の活用状況調査 

 ・活用集の作成と学校への発信 
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４ 研究概要 

（１）副校長・教頭会研究部会を通じた調査（令和６年度実施） 
 ア 現状 

   令和６年５月に当該部会の理事を中心にヒアリングした結果、次の課題があることがわかった。 

・ 年度末業務の引継ぎ方法に個人差がある。 

・ 文書発出のルールに沿っていない文書がある。 

・ 事務室で対応できない通知がある。 

・ 文書管理の方法が担当者によって異なる。 

 

イ 研究部会の委員への聴取 

  令和６年７月から８月にかけて、次の項目について調査を実施した。 

・ 資料作成や調査回答に際し困っていること。 

・ 引継ぎで困っていること。 

・ 他県の教育センターへ聴取したいこと。 

結果について次に示す。 

 

 （ア） 資料作成や調査回答に際し困っていること【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告より】 

  ・ メールを開封し、保存するまでの一連の作業に時間を要する。 

  ・ メールに収受機能がないため、検索に時間がかかる。 

  ・ 代表メールの表記が統一されておらず、処理や検索に手間がかかる。 肌感覚では、毎日約１時

間をこの作業に費やしており、改善されれば負担軽減につながると思う。 

  ・ メールの件名やファイル名のフォーマットを統一してほしい。 

  ・ 文書番号がなく、文書管理システムの表題と通知の表題が異なるものや、一つの通知で複数の

異なる回答を求めるものは検索しづらく、探すのに時間を要する。 

  ・ 文書が文書管理システムと代表メールで異なる方法で発出されている。 

  ・ 文書管理システムとメールの両方で通知が届くため、どちらに届いたか把握するのが困難であ

る。 

  ・ 課所によって資料の提出方法が異なる。 

    ・ 高校教育指導課：Box ファイル共有での提出 

    ・ 保健体育課：メール 

    ・ 県立学校人事課：文書管理システム、アンケートシステム等 

    ・ 総合教育センター：Netcommons 

  ・ Box に提出後、メールで連絡する回答方法は二度手間になる。 

  ・ 提出期日が年度をまたぐ場合、前年度の通知を知らないと対応できない。 

  ・ 通知があった日から提出期日までが７日程度しかないものは、会議等の設定が困難であり、提

出期限に間に合わない。 

  ・ 校内の担当者が作成した資料を管理職が提出する場合、ネットワークが異なるため、提出まで

の作業に時間を要する。 

  ・ DocuWorks の県庁 LAN と学校間ネットワークのデータ連携に手間がかかる。 
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  ・ 入試関係業務で報告様式の統一がなく、報告スケジュールの一覧がないため、期日や提出方法

を把握しづらい。 

  ・ 調査回答以外の通知が多いため、内容を把握し続けるのが困難である。特に４〜５月は報告業

務が多く、他の業務との両立を図ると資料の精度が低下し、ミスが増えてしまう。 

  ・ 書類ごとに求められる学校番号が異なる。 

  ・ 報告方法が担当課や部署によって異なる。 

  ・ INSITE のスケジュールに調査の〆切があるが、記載のないものもあり参考にならない。 

  ・ ４月当初に行政から着任（新任教頭）したが、spec メールが使えなかったり、総務事務システ

ムの管理職権限が付与されていなかったりした。 

  ・ 文書管理システムで県から送られるファイルが多い場合、一つひとつダウンロードするのに時

間がかかる。Box に保存されていれば取り出しやすい。 

  ・ 日々の勤務管理における調整取得時のシステム入力に労力がかかる。 

 

 （イ） 引継ぎで困っていること【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告より】 

・ 年次研修の対象者報告に関し、前任者が何も対応しておらず、４月着任早々、大変苦労した。

事務局業務も同様であり、教頭の業務の進め方や引継ぎに関する共通理解が不十分であると実感

した。 

・ 学校ごとに電子データのフォルダ分類が異なり、前年の回答を探すのに時間を要する。 

・ 年度をまたいでの回答や、４月１〜２日に発出される文書について、学校での文書回覧方法が

確立されていないため、担当者が見落とす可能性がある。 

・ 教頭職の間で共通理解を持ち、３月末までにやるべき仕事や４月当初の業務を標準化できれば、

新任教頭もスムーズに業務に取り組めるのではないか。 

・ 自分が「引継ぎ資料」を残す際は、時系列で整理し、分かりやすい資料を作成するようにした

い。 

 

 （ウ） 他県の教育センターへ聴取したいこと【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告より】 

・ 教頭の働き方改革として、県が具体的に取り組んでいる事例があるか。 

・ 他県で実効性のあった教頭の働き方改革の取組を先進事例として知りたい。 

・ 各都道府県は、どこまで現場に通知を配信しているのか。 

・ 文書管理システムやメール通知を、どのようなルールで発信しているのか。 

 

 

（２）県立学校長経験者への調査（令和６年度実施） 
 校長視点での教頭業務に係る業務の在り方の検討として、県立学校長経験者５名への調査を実施

し、次の実践例を得た。 

 

  ア 管理職の動静の共有 

ワークライフバランスの観点から年休等の予定を共有し、必要な調整を事前に行う。結果と

して、年休取得日に発生する業務を事前に処理できるため、時間短縮につながる。 特に、１カ
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月程度の動静を常に共有することで、校長または教頭のいずれかが必ず学校にいる体制を整え、

緊急時の迅速な対応が可能となる。 

 

  イ 管理職間のグループウェア導入 

動静や情報を速やかに共有できることで、業務効率が向上し、時間短縮が実現できる。 

 

  ウ 管理職の週間予定・日報の共有 

週間予定と日報を統一することで、業務負担を削減できる。 

 

エ 教頭業務の可視化 

自分の業務や事務作業を把握できていない教頭がいるため、年間スケジュールの説明が必要

となる場合がある。 例えば、所要教員数調査（年３回）では、６５分授業を実施している学校

では単位換算が異なるため、計算方法を事前に周知することで誤りの修正にかかる時間を短縮

できる。 

 

オ 短時間の打合せ 

 ・ 企画・職員会議の議題は事前に共有する。 

 ・ 急な打ち合わせを避け、会議時間を短縮する。 

 ・ データ収集は事前に行い、資料は事前に提出し、会議直前の追加を避ける。 

 ・ 校長の方針を反映させることで、会議の長時間化を防ぐ。 

 

  カ 職場環境の改善 

教頭が１名配置の学校では、初任教頭が全体像を把握しづらいことが多い。 そのため、初年

度は校長がメンターとなり、相談しやすい環境を整える。 結果として、教頭の精神的な余裕が

生まれ、業務に集中できるようになる。 例えば、初任教頭が作成する文書の修正点が多い場

合、文書作成や管理の指導を校長が行うとよい。 

 

  キ 仕事の割り振り 

養護・家庭科など、一つの職種に複数の職員が配置されている場合、業務の優先順位を明確

にし、主担当・副担当の責任を明確にすることで、円滑な運営が可能となる。 

 

ク 引継ぎ 

引継ぎ項目の統一が望ましい。 例えば、以下の項目を整理し、全体像を可視化することで、

円滑な引継ぎが可能となる。 

・ 引継ぎ資料の作成 

・ 名刺の作成 

・ 地域（市町村）への挨拶回り 

・ 年間書類の整理 

特に、教頭が１名配置の学校では、引継ぎを十分に行う必要がある。 
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引継ぎ資料の例 

・ 通知関連 

・ 初任研など年次研修 

・ 産休・病休の対応 

準備出勤時に管理職が把握していない場合があるため、年度当初に必ず確認することが望ま

しい。 

 

  ケ 教頭会におけるメンター制度 

小グループでもよいのでメンター制度を導入すると、教頭の業務遂行が円滑になる。 特に、

２校目以上の経験がある教頭や５年以上の経験者がメンターになると効果的である。これによ

り、次期校長の育成も兼ねることができ、組織の発展につながる。 

 

  コ 定時後の外線対応 

転送・応答なしの運用が浸透してきているが、定時後に発生するトラブル対応について事前

に協議し、準備しておくことで、対応の遅れを最小限に抑えられる。 

 

  サ 廃止可能な業務の見直し 

報告業務が減少しているが、削減可能な報告が十分に周知されていない。 例えば、出欠統計

や海外旅行の承認一覧など、削減できる報告の見直しを進める必要がある。 

 

  シ 効率的な業務の進め方 

   〇 マネジメントの見直し 

    ・ 業務の得意な職員に適材適所で担当を振り分けることで、業務の効率化を図る。 

    ・ 重点的に取り組むべき分掌を整理し、最適な人員配置を行う。 

   〇 迅速な人員配置 

    ・ 人員配置はできるだけ早期に決定し、反対意見への対応を迅速に行う。 

    ・ 多くの教職員から情報を収集することで、適材適所の配置が可能となる。 

 

  ス 管理職視点での DocuWorks の活用 

個人の処理能力に差があるため、勉強会を実施し、事例の共有を行うとよい。 DocuWorks の

活用によるメリットを丁寧に伝えることで、全職員への浸透が期待できる。 

 

  セ 事務作業の統一化 

県から提出物の一覧が４月当初に提供される予定であるため、教務主任等と共有し、事前準

備を進めることで、業務負担を軽減できる。 

 

（３）他県への調査（令和６年度実施） 
副校長・教頭会研究部会での調査結果をもとに、他県への調査を実施した。結果は次のとおりで

ある。 
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 ア 島根県総合教育センターへの調査 

埼玉県立総合教育センターは島根県総合教育センターと連携協定を結んでいる。そこで、島根

県総合教育センターの取組について調査した。 

教頭のマネジメントに関わる業務を専門的に支援することを目的として、退職教員、教育委員

会勤務経験者、民間企業等での事務経験者などの人材を、市町村立小学校、中学校及び義務教育

学校に配置する市町村に対し補助を行っている。詳細は別添資料「令和６年度 教頭マネジメント

支援員配置事業 実施要項」を参照。 

支援員の具体的な業務は、「教頭の業務補助、教職員の勤務管理事務の支援、施設管理、保護者

や外部との連絡調整など、学校マネジメントに関わる業務」である。 

 

イ 全国教育研究所連盟加盟機関への調査 

全国教育研究所連盟に加盟する 126 機関を対象に、校長・副校長・教頭の働き方改革に関する

調査を実施した。 その結果、働き方改革に効果的だった取組に関する回答を図１に示す。 

回答のあった機関のうち、約 70％から「働き方改革につながった取組がある」または「効果の

検証は十分ではないが、働き方改革に関する取組を進めている」という回答を得た。 

また、働き方改革につながった取組があると回答した機関に対し、校種ごとに同様の取組なの

か、校種ごとに異なる取組なのか、または両方が混在しているのかについて調査を行った。その

結果を図２に示す。 その結果、65％の機関が「校種ごとに同一の取組を実施している」と回答し

た。 

働き方改革につながった取組があると回答した機関の事例について、（ア）～（エ）に詳細を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 取組の有無に係る聴取結果            図２ 校種 

24.7%

43.2%

19.8%
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校長・副校長・教頭の働き方改革に
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効果の検証は十分ではないが、働き方改

革に係る取組をしている

校長・副校長・教頭に限定した働き方改

革には取り組んでいない

担当課でない等の理由により回答不能

その他

10.0%

65.0%

20.0%

5.0%

働き方改革に繋がった取組がある

校種ごとに異なる取組をしている

校種により同一の取組をしている

校種により同一の取組をしている場合

と、校種ごとに異なる取組の両方がある

その他
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（ア）校種ごとに異なる取組をしている 

小学校において、時間外における留守番電話の活用や定時退勤日の厳守を実施した結果、毎

日約１時間の業務時間削減が実現できたと報告があった。 

 

（イ）校種により同一の取組をしている 

   調査結果を項目ごとに分類した結果は次のとおりである。 

 〇 研修・会議の効率化 

  ・ 研修内容に応じてオンライン・オンデマンド形式で研修を実施 

  ・ 研修・会議・説明会等の適正化 

 〇 事務負担の軽減 

  ・ 県教委発出ルールの策定による文書収受事務処理の負担軽減 

  ・ 県教委から学校現場への文書を削減する「文書半減プロジェクト」 

  ・ 教頭業務マニュアルの活用 

  ・ 会計年度任用職員「副校長補佐」の配置（小学校 40 校・中学校 25 校） 

 〇 校務の効率化・支援制度の導入 

  ・ 校務分掌の精選・スリム化、統合型校支援システムの有効活用 

  ・ スクールサポートスタッフ・スクールロイヤーの活用 

  ・ 副校長・教頭マネジメント支援員の配置（特に多忙な学校を対象） 

   ・ 施設・設備管理補助、会計管理補助、電話対応、調査・統計対応などの業務支援 

 〇 学校運営の見直し 

  ・ 通知表の回数を３回から２回に削減 

  ・ 学校閉庁日の実施 

 〇 教頭業務の改善 

   ・ 「教頭業務の整理と改善」を掲げた時間創造プ

ロジェクトの推進 

   ・ 教頭の長時間勤務改善計画の作成と指導 

   ・ 教頭代表による働き方改革懇談会の開催 

   ・ 「発出文書事務等の手引き」を作成し、文書収

受事務の効率化を推進 

   ・ 紙媒体での文書提出を電子化（出勤簿・イベン

トチラシ等） 

 〇 教職員の負担軽減 

   ・ 副校長を補佐する会計年度任用職員を配置し、

調査業務や服務事務を支援 

   ・ 副校長・教頭の負担軽減に向けた国の補助事業

の活用 

 

    これらの取組による削減時間および削減した時間の活用については、図３に示す。 

 

図３ 削減時間 

12.5%

6.3%

31.3%

6.3%

43.8%

１日の削減時間（平均）

在校時間の短縮に活用：81%

～30分 30～60分 60～120分

120分～ 算出不可
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（ウ）校種により同一の取組をしている場合と、校種ごとに異なる取組の両方がある 

   聴取結果を項目ごとに分類した結果は次のとおりである。 

〇 校種共通の取組 

 ・ 電話対応終了時刻・閉校時刻の設定 

 ・ 学校閉庁日（年次休暇取得促進日）の設定 

 ・ 教育委員会から発出する文書の削減・精選 

 ・ 校長会を中心とした働き方改革研修や業務整理の検討会を実施 

〇 校種によって異なる取組（具体例） 

 ・ 教頭業務の軽減と情報共有の効率化 

   例）児童の欠席連絡を時間指定でアプリにて受信 

     欠席・遅刻・体調の電話連絡を学内共有システムに入力（全教員が情報共有） 

     感染状況・健康状況報告を校務システムで市報告用フォーマットへ簡単変換 

     非常時（不審者・災害）の発生状況を職員間でリアルタイム共有 

・ 校務の効率化と負担軽減 

   例）校務支援システムを活用し、出退勤・服務・出張管理を効率化 

     委員会・部会・学年会で生徒指導対応などを組織的に行い、教頭の負担を軽減 

 

これらの取組により、管理職の業務負担軽減と学校全体の働き方改革が推進されている。 

 

（エ）その他 

研修機関としての取組として、校長および

教頭（２年次・４年次）を対象に、外部講師を

招いた「学校全体で取り組む働き方改革」を選

択必須研修として実施している。 

ウ 全国教育研究所連盟加盟機関への調査（続き） 

「効果の検証は十分ではないが、働き方改革

に関する取組を実施している」と回答した機関

に対し、 校種ごとに同様の取組なのか、校種ご

とに異なる取組なのか、または両方が混在して

いるかについて聴取した結果を図４に示す。そ

の結果、63%の機関が「校種ごとに同一の取組を

実施している」と回答した。 

 

事例について（ア）～（エ）に詳細を示す。 

 

 

 

 

14.3%

62.9%

20.0%

2.9%

効果の検証は十分ではないが、

働き方改革に係る取組をしている

校種ごとに異なる取組をしている

校種により同一の取組をしている

校種により同一の取組をしている場合

と、校種ごとに異なる取組の両方がある

その他
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（ア）校種ごとに異なる取組をしている 

〇 共通の取組 

 ・ 業務の平準化と役割・職務の明確化（基本要綱の作成・周知） 

 ・ 施錠・解錠業務の負担軽減（電子キー・キーボックス導入） 

 ・ 全公立学校長対象の学校マネジメント研修（外部専門家による講話） 

 ・ 本庁等が実施する会議のオンライン化推進 

〇 業務の効率化と負担軽減（小・中） 

 ・ 教頭マネジメント支援員の配置（小：大規模校 10 校 / 中：R7 年度から 4校） 

 ・ 学力向上・学級経営アドバイザーの任用（小・中 各 5 人） 

〇 教頭等の業務支援（高・特） 

 ・ 業務量を数値化し、負担が大きい学校へ「教頭等業務サポーター」配置 

 （高：R6 年度 8 校 / 特：2校） 

 ・ 文書受付事務の RPA ソフト導入（受付発送簿の自動転記、電子振り分け） 

※ 高等学校および特別支援学校において、独自の取組は報告されなかった。 

〇 小学校 

 ・ 労働環境の改善（週 1 回の定時退勤日設定、会議の精選・短縮） 

〇 中学校 

 ・ 会議の精選 

〇 その他（中高一貫校など） 

 ・ 学校マネジメント支援 

 ・ 学校マネジメント研修（外部専門家による講話） 

 ・ 副校長・教頭マネジメント支援員の配置補助 

 

（イ）校種により同一の取組をしている 

〇 長時間勤務対策・ワークライフバランス推進 

 ・ 管理職向け長時間勤務対策（面談実施、意識改革研修、人事評価への反映） 

 ・ ノー会議デー・定時退勤日の設定 

 ・ 夏季休業中の学校閉庁日設定 

 ・ ワークライフバランス支援員の配置（教頭の書類作成業務等を支援） 

 ・ 育児・介護と仕事の両立支援（支援が必要な教頭への補助配置） 

〇 研修・意識改革 

 ・ 管理職向けオンデマンド研修（ワークライフバランス実現の視点） 

 ・ 学校マネジメント研修（新任校長・副校長・教頭対象、働き方改革の現状・対策） 

 ・ 校長・教頭対象の効果的な業務配分・マネジメント効率化研修 

 ・ メンタルヘルス推進の視点を含む働き方改革研修 

〇 業務効率化・負担軽減 

 ・ 校務支援システムの導入（業務の標準化、デジタル化推進） 

 ・ 服務管理システムの導入（IC カードによる勤怠管理、管理職の集計作業軽減） 

 ・ 調査・報告業務の精選・見直し（最小限化、市町村教育委員会との協議） 

図４ 校種 
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 ・ 校長会・教頭会のオンライン化 

 ・ 教頭の授業持ち時間の撤廃、施錠・解錠業務の負担軽減（外部人材活用） 

 ・ 文書発出の見直しによる教頭の負担軽減 

 

（ウ）校種により同一の取組をしている場合と、校種ごとに異なる取組の両方がある 

〇 共通の取組（すべての校種で実施） 

・ 定時退勤日・学校閉庁日の設定 

・ 教頭の授業時間削減、開錠・施錠業務の負担軽減 

・ 勤務時間外の電話対応削減（音声ガイダンス導入、留守番電話設定） 

・ 管理職対象の会議・研修の回数削減 

・ 文書発出・調査の精選（教育委員会の調整、発出ルール整備） 

・ 校務 DX の推進（ポータルサイト活用、クラウド共有、ペーパーレス化） 

・ 文書押印の廃止 

・ スクール・サポート・スタッフ（SSS）の配置 

〇 小学校 

 ・ 行政全体での文書調整による負担削減 

 ・ スクールロイヤーによる法務相談・法務研修 

 ・ 教頭の定時退校日を増加 

 ・ 教頭業務の分担強化（調査対応を他職員と分担） 

 ・ 保護者連絡アプリ「Sigfy」の導入 

〇 中学校 

・ 小学校の取組＋部活動改革 

・ 部活動に関する働き方改革の事例共有ワークショップ 

・ 定期テストの CBT 化・AI 自動採点導入（一部） 

〇 高等学校 

・ 小学校の取組＋管理職支援の強化 

・ 教育委員会事務局幹部と校長の面談（職務環境改善・ICT 改革） 

・ ハラスメント相談対応マニュアルの配布 

・ 教頭のメール振り分け業務削減（文書共有フォルダの活用） 

〇 特別支援学校 

・ 小学校または高等学校の取組に準拠 

 

（エ）その他 

遠隔配信やオンデマンドを活用した研修を実施することで、管理職の移動時間を削減した。 
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（４）「年度末・年度当初の ToDo リスト」の活用調査（令和７年度実施） 
副校長・教頭会研究部会への調査結果から、「引継ぎで困っていること」を解消するためには、年

度末までにやるべき業務および年度当初に行うべき業務について、教頭職の間で共通理解が確立さ

れた状況で業務を引き継ぐことが重要であることが判明した。 

そのような環境が整えば、新たに着任した教頭が新年度の業務にスムーズに取り掛かれると考え

た。 

そこで、業務が集中しやすい年度末・年度初めに焦点を当て、各校で共通する業務と県への報告

業務を可視化した「年度末・年度当初の ToDo リスト」（表１）を作成し、副校長・教頭会研究部会

をとおして、全県の教頭を対象に調査を実施した。 

 

 

校内 入試 報告等
年度末

２月 (共) 分掌総括 (高) 校内入試業務間の業務調整 (共) 人権教育の実践状況調査
(共) 学校評議員会・学校評価懇話会(ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ以外) (高) 県報告対応 (共) ハラスメントに関する苦情相談件数等調査
(共) 自己評価シート最終評価関係業務 (高) 学力検査用務 (共) 「埼玉教育」執筆候補者等の推薦
(共) 来年度人事対応及び分掌編成作業 (特) 入学選考 (共) 大学等との連携に関する調査
(共) 学校運営協議会（評価懇話会）(ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ) (特) 入学選考会議 (共) 中堅教諭資質向上研修に係る報告書
(共) 卒業式来賓通知 (特) 入学許可候補者数報告 (共) ミニ研修（Ｎ字型の研修）報告
(高) ３年次成績会議及び卒業認定 (特) 卒業進級認定会議 (共) はつらつ教職員及びれんたつ教職員の講師派遣状況報告

(特) 重複申請報告
(特) スクールバス関係報告
(特) 幼児児童生徒数報告
（特) 特支幼児児童生徒数等見込調査（第３回）報告

３月 (共) 来年度人事対応及び分掌編成作業 (共) 入学許可候補者説明会 (共) 長期休業日届
(共) 卒業式準備 (高) 県報告対応 (共) 体罰問題行動調査
(共) 卒業起案 (高) 欠員補充 (共) 学校評議員報告
(共) 第一回職員会議資料準備 (高) 転編入試 (共) 学校自己評価システムシート最終報告
(共) 各種票簿作成・点検 (高) 新入生学習環境配慮対応 (共) 現在籍者の年次研修対象者報告
(共) 新年度の割振り変更簿作成 (特) 入学選考後の志願者対応 (共) 「協調学習マイスター」教員活動状況報告
(共) 県通知文等キャビネット移動 (共) 健康管理医の執務報告
(共) 入学式来賓通知 (共) 教職員定数の増減に伴う校務用コンピュータの過不足調査
(共) 文書廃棄起案 (共) 学校評議員に係る報告書の提出
(高) 成績不振者対応 (共) コンピュータ機器等の賃貸借契約に係る補助検査
(高) 成績会議 (共) 教育の情報化の実態等における調査

(共) 学習用アカウントに関わる卒業生及び次年度入学生情報の提出
(共) 特別支援教育に関する調査
(高) 運動部活動サポート事業の指導者派遣報告
(特) 支援籍の取組報告
(特) 次年度教育課程１次報告
(特) 全国体力運動能力児童生徒数報告
(特) 学校運営協議会活動報告

年度始
４月 (共) 新着任管理職の辞令交付式 (高) 転編入試 (共) 転入者の年次研修対象者報告

(共) 新転任教職員及び非常勤辞令交付式・諸手続き (共) 校務分掌報告
(共) 入学式準備 (共) 生徒異動報告
(共) Ｑドライブの設定（Share04又はShare03）を行う (共) 学校外における学修の単位認定報告書
(共) 着任式 (共) 初任者研修に係る指導教員等の報告
(共) 第一回職員会議指示連絡 (共) 臨時的任用教員研修対象者報告
(共) 進級起案 (共) 中堅教諭等資質向上研修評価（案）の提出
(共) DocuWorksのリンクフォルダのリンク付け (共) 研修教員研修計画書（案） の提出
(共) 危機管理マニュアル作成 (共) 特別支援学校中学部・高等部及び専攻科卒業者の進路状況調査
(共) 臨時的任用教諭研修 (共) 学年末休業日及び春季休業日における教育職員の研修の報告
(共) 会計年度職員の勤務時間割振り変更簿作成 (共) 職員事故に係る労働者死傷病報告
(共) PTA後援会打合せ (共) 新任保健主事研修会対象者報告

(共) 総務事務勤務予定表一覧の作成 (共)
初任者研修に係る学校研修計画書・学校研修報告書及び週時程表
の提出

(共)
教科書選定委員会、教育課程委員会等の各種委員
会の開催（立ち上げ）

(共)
特別支援学校初任者研修会場校研修及び食農教育体験研修参加
希望日程の報告

(共)
総務事務システムで任期付き職員の年次休暇の手
入力（臨時的任用教員は自動付与）

(共)
特別支援学校新担当教員研修及び特別支援教育コーディネーター
研修会の受講者推薦の報告

(共)
転入者の割り振り変更簿（調整・振替）写し、病休簿
写しのファイリング

(高) 運動部活動サポート事業の指導者派遣報告

(共)
（県庁LAN新規の場合）事務室から
ﾊﾟｿｺﾝのIDとﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ及びｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄｼｽﾃﾑへのﾛｸﾞｲﾝ
に係る情報の２点を用いて、県庁LANにﾛｸﾞｲﾝする。

(共)

総務事務システムで「勤務区分の設定」
　・長期休業期間の勤務の割り振り変更
　・文化祭や授業公開日の週休日の変更
　・短時間勤務の先生の勤務時間を設定
　（週休日や短時間のAB週組合せに注意）

(高) 対面式や年次集会（２・３年次）のあいさつ準備
(高) 文書廃棄
(高) 離任式通知
(高) ＡＬＴ派遣会議
(特) スクールバス連絡協議会　　

(特)
(特)
(特)
(特)
(特)

高校通級連絡協議会
教科書関係報告
病気療養児に関する実態状況報告
教育課程２次提出
学級編制申請

（共）高等学校及び特別支援学校に共通 
（高）高等学校 
（特）特別支援学校 

表１ 年度末・年度当初の ToDo リスト 
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〇 調査方法：Forms によるアンケート調査（無記名式） 

    〇 対  象：県内公立高校および特別支援学校教頭 

    〇 回答時期：令和７年１２月 

    〇 調査目的：①教頭業務における ToDo リストの活用実態を把握すること 

           ②業務効率化および時間外勤務削減への効果を検証すること 

③今後の ToDo リスト改善に向けた課題と方向性を明らかにすること 

    〇 調査内容：基礎データ（「所属」、「勤務年数」、「勤務校数」） 

           ToDo リストの満足度 

           時間外勤務の削減等に係るアンケート 

 

  ア 回答者属性 

   （ア）所属     

  

（イ）教頭としての勤務校数 

 

（ウ）教頭としての勤務年数 

 

 

  イ ToDo リストの活用満足度 

多くの教頭が、業務の効率化にリストが役立ったと回答している。全体では役立ったと回答し

たのは約 85％である。（図５） 

また、勤務年数別では、1 年目と 2年目ともに約 90％が役立ったと回答した。特に、新任者の 1

年目の教頭にとって大きな効果があった。肯定的な回答を選んだ理由については次に示す。 

71.4% 6.6% 22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全日制 定時制・通信制 特別支援学校・分校

56.0% 22.0% 12.1% 9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1校目 2校目 3校目 4校以上

26.4% 24.2% 15.4% 34.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１年目 ２年目 ３年目 ４年目以上
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  （ア）業務の見通しの確保 

・年間の流れが把握できる 

・いつ何をすべきかが明確になる 

・早めの準備ができる 

・忘れや漏れの防止に役立つ 

 

  （イ）可視化されていることの意義 

    ・心理的な安心感につながる 

    ・業務の優先順位をつけやすくなる 

    ・文書検索の手間が減る 

    ・他校の事例が参考になる 

     

    

ウ ToDo リスト活用の場面 

   実際に活用した場面では、「業務の抜け防止」が最多であるが、「スケジュール管理」と併せて

の複数回答も多々あった。 

 

 

  エ ToDo リスト活用による時間外在校等時間への効果 

時間外在校等時間の削減に結びついている

と回答しているのは、「非常につながった」「あ

る程度つながった」を合わせて 57.2％で、半

数を超える教頭が何かしらの削減につながっ

たと回答した。（図７） 

その一方で、「あまりつながらなかった」「全

くつながらなかった」と回答したのは約 40％

である。経験年数の内訳は「４年目以上」が最

多である。（図８） 

図５ 業務の効率化 

図６ 活用の場面 

※複数回答可 

図７ 時間外在校等時間への効果 



14 

 

 

 

 

オ 縮減された１日あたりの時間外在校等時間 

   「業務の効率化につながった」を選

んだ回答者の縮減時間は、「30 分未満」

が42％、「30分以上1時間未満」が44％

である。 

令和３年度の教職員の勤務実態に係

る調査では、副校長・教頭の平日１日

あたりの勤務時間を超過して在校して

いる時間は２時間 29 分である。 

   

 

    

  

 

 

 

カ ToDo リストに対するニーズ 

 リストを実際に活用し回答した約 85％の教頭が効果を感じているが、より効果的な活用につい

ての意見を聴取した。詳細は下記に示す。 

 

〇「業務の漏れ防止」への強いニーズ 

  多くの回答者が「タスク漏れを防ぐ仕組み」を求めている。 

  ・タスクの見落としを防ぐチェック機能 

  ・期限管理の強化 

  ・リマインドの仕組み 

 

図８ 経験年数による内訳 

図９ 1 日あたりの時間外在校等時間 
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 〇業務量の多さ・複雑さに対する負担感 

  ・「業務」や「頭」といった回答が多く、「頭の中だけでは管理しきれない」という背景がう

かがえる。 

  ・ToDo リストが「思考の外部化」としてもっと機能してほしいという期待が強い。 

〇新任（１年目）職員の困りごとが顕著 

  ToDO リストが新人支援ツールとしての機能を期待している 

・新任教頭ほど業務の全体像がつかみにくい 

  ・優先順位付けが困難 

  ・タスクの漏れが起きやすい 

〇メールとの連携ニーズ 

  メール起点のタスク管理に課題を感じている人が多い可能性がある。 

  ・メールで依頼された仕事が ToDo に自動で反映されない 

  ・メールを後で処理しようとして忘れる 

 

カ 校種別の詳細分析 

 以下は、校種別の特徴を示す。 

 

 〇全日制における傾向 

  ・回答者の７割以上 

  ・「ある程度役立った」「非常に役立ったが多数で、ToDo リストの効果が比較的高い 

  ・「スケジュール管理」と「業務の抜け漏れ防止」の項目で活用率が高い 

  ・年度末、年度当初の業務量が多いため ToDo リストが負担軽減に寄与していると推察される 

 

 〇特別支援学校・分校における傾向 

  ・業務の多様性、個別性が高いため、ToDo リストの見通しの確保に対する評価が高い 

  ・ToDo リストに対する要望として「業務の関連性が分かる分類が欲しい」、「個別対応の業務

が多く、項目のカスタマイズ性が必要」といった意見が多い 

  ・校種特性に応じたテンプレート化のニーズが強い 

 

 〇定時制・通信制における傾向 

  ・「スケジュール管理の効果」を強調する回答が多い 

  ・夜間勤務や多様な勤務形態があるため、時間管理の補助として活用している傾向がある 

  ・一方で、業務量の波が多く、ToDo リストの汎用性に課題を感じている 

 

 

５ 成果 

（１）他県の取組を踏まえた「教頭の働き方改革」の実現に向けて 
校長・副校長・教頭の業務負担を軽減し、より効果的な学校経営・学校運営を可能にするため、

他県の取組を踏まえた提案を以下に示す。 
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特に、業務のデジタル化・標準化、負担の分散、意識改革、成功事例の活用、教育委員会との連

携を推進することで、長時間労働の改善が期待できる。 

 

 ア 業務の効率化とデジタル化の推進 

（ア）文書管理と調査業務の負担軽減 

・ 文書発出・管理ルールの統一（ファイル名・件名の統一、検索しやすい管理体制の整備） 

・ 文書管理システムとメールシステムの統合（二重管理を解消） 

・ 通知・調査の精選（回答期限の見直し、不要な通知の削減） 

（イ）ICT 活用による業務の省力化 

 ・ 文書受付業務の RPA（自動化ソフト）導入 

 ・ 校務 DX の推進（クラウド共有、ペーパーレス会議の徹底） 

 ・ 勤務管理システムの改善（IC カード・アプリ活用） 

（ウ）メール処理の効率化 

 ・ 代表メールの表記統一と収受機能の付加 

 ・ ファイル共有の一元化（Box・Google Drive・One Drive 等の活用） 

 

 イ 役割の明確化と負担の分散 

（ア）教頭の業務負担軽減 

 ・ 調査業務の分担（主幹教諭・事務職員との協力体制の確立） 

 ・ 施錠・解錠業務の外部委託（電子キー・警備員活用） 

 ・ 副校長・教頭マネジメント支援員の増員・巡回支援の強化 

（イ）引継ぎ業務の標準化 

 ・ 3 月末までにやるべき業務・4 月初めの業務を一覧化し、標準化 

 ・ 引継ぎ資料の統一フォーマット化（業務の見える化） 

（ウ）管理職間の連携強化 

 ・ 校長・副校長・教頭間のスケジュール共有（グループウェア導入） 

 ・ 校長・副校長・教頭間の週次業務報告を簡略化（日報と週報の統合） 

 

 ウ 長時間勤務対策と意識改革 

（ア）会議・打合せの削減 

 ・ 会議の事前資料共有と短時間化（アジェンダ・結論を先に提示する運営方式の導入） 

 ・ 不要な会議の削減（定例会議の見直し） 

（イ）ワークライフバランスの推進 

 ・ 定時退勤日の設定強化（週 1回から週 2 回への拡充を検討） 

 ・ 勤務時間外の電話対応削減（音声ガイダンス・留守番電話の活用） 

（ウ）管理職向け研修の充実 

 ・ タイムマネジメント研修の実施（業務の優先度判断スキルの強化） 

 ・ ハラスメント防止・メンタルヘルス研修の継続実施 

 



17 

 

エ 他県の成功事例を活用した改善 

 ・ 島根県：「教頭マネジメント支援員配置事業」の参考にした支援員の増員 

 ・ 全国教育研究所連盟加盟機関：「働き方改革成功事例」の導入 

 

 オ 教育委員会との連携強化 

（ア）市町村教育委員会との調整 

 ・ 文書発出ルールの統一（教育委員会と学校間の業務効率化を推進） 

 ・ 調査回答の負担軽減（調査項目の統合・提出方法の標準化） 

（イ）働き方改革の進捗管理 

 ・ 「働き方改革モニタリング制度」の導入（定期的な課題の洗い出し） 

 ・ 各学校の働き方改革進捗状況のフィードバック体制構築 

 

（２）研究部会及び県内教頭を対象にした ToDo リストの活用状況結果から 
今回調査に使用した ToDo リストは業務が集中しやすい、年度末及び年度当初の業務に焦点を絞

ったリストを作成し調査した。また、リスト作成においては副校長・教頭会研究部の協力を仰ぎ、

作成したものである。 

作成において、あらためて副校長教頭の業務量の多さ・複雑さに対する負担感が顕著であるこ

とや新任教頭ほど ToDo リストの有効性があることがわかった。そこで、今後、以下の項目につい

て検討していく。 

ア タスクの見落としを防ぐチェック機能 

イ 提出期限の管理 

ウ リマインドの仕組み 

エ 依頼メールとの連携 

 

 

６ おわりに 
令和６年度に実施された「教職員勤務実態調査」の結果、管理職の長時間勤務の実態が依然として

深刻であることが浮き彫りとなった。これを受け、令和７年４月に改訂された「学校における働き方

改革基本方針」では、「働き方改革の推進によって、子供たちへのよりよい教育を実現する」とし、  

子供たちのための働き方改革であることが明確化された。 

また、「時間外在校等時間」に加え「ウェルビーイング」についての目標を掲げ、教職員の心身の健

康確保と、持続可能な学校運営体制の確立がより強く求められている。 

今年度作成した「年度末・年度当初の ToDo リスト」が活用され、教頭の働き方改革に資することが

できれば幸いである。 

 

 


